

















































₁ 　朴洪佑「選擧區劃定에 관한 美國 聯邦大法院의判例動向」『憲法論叢第 ₅ 輯』（₁₉₉₄）、₂₉₁面。
₂ 　本翻訳は、韓国憲法裁判所が発行する『憲法裁判所判例集 ₇ 巻 ₂ 輯（₁₉₉₅）』、₇₆₀-₈₄₀頁に掲載され
たものの一部を訳出したものである。決定原文の一部については、インターネット上でも閲覧するこ
とができる。http://www.ccourt.go.kr/home/att_ﬁle/library/₁₂₈₂₁₈₃₆₆₀₇₀₁.pdf　（₂₀₁₂/₇/₁₀確認）
₃ 　고문현「평등선거의 원칙과 선거구인구의 불균형」『世界憲法硏究 No.₆』（₂₀₀₁）、₅₄₃-₅₄₄面：성낙인「地域
區國會議員選擧區劃定에 있어서 人口偏差의 基準」『서울대학교 法學 Vol.₄₃ No.₁』（₂₀₀₂）、₉₂面：鄭鐘學・
文鐘旭「選擧區의 劃定과 平等保護」『法學硏究 Vol.₆ No.₁』（₁₉₉₅）、₁₄面：金哲洙『学説判例憲法学（上）』
（博英社、₂₀₀₈）、₆₀₆面など。
₄ 　₂₀₀₁.₁₀.₂₅,₂₀₀₀헌마₉₂・₂₄₀（병합）：この事件では、₁₉₉₅年決定で人口偏差の許容基準が上下₆₀％（最























































































第 ₂ 項に基づく同法（別表 ₁ ） 「国会議








































₅ ． 裁判官チョ・スンヒョンによる主文第 ₁
項に関する反対意見
₆ ． 裁判官キム・ジンウによる主文第 ₂ 項に
関する反対意見
（別表 ₁ ）国会議員選挙区区域表（割愛） ₈




































区のうち約 ₅ 分の ₁ に及ぶ選挙区が上記最小



























































































































































票制などを否定し、すべての選挙人に ₁ 人 ₁

























































































































































































































































































































































































































































































































比例を基準とする場合の限界である ₂ 対 ₁ の





















一農漁村間の投票価値の格差が ₂ 対 ₁ 以上に




突然 ₂ 対 ₁ に是正するには相当の困難がある
という現実を考慮しても、その比率が ₂ 対 ₁






が ₄ 対 ₁ を越えたり、都市間または、農漁村














票価値の比率が、₂ 対 ₁ 未満になるよう修正
しなければならないだけでなく、全国的な観
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裁判官　チョン・キョンシク 
裁判官　コ・ジュンソク 　　
裁判官　シン・チャンヨン　 
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法学専攻）
